
■基金の活用

■基金を活用して取り組む事業

（H28・29は決算額、H31は当初査定後額　単位：千円）

担当課 事　業　内　容 年度 予算(決算)額 基金充当額 その他特定財源

Ｈ28

Ｈ29

H30 2,052 2,052

H31 1,901 0

3,953 2,052 0

Ｈ28 484 465

Ｈ29 348 348

H30 248 248

H31 350 350

1,430 1,411 0

出
会
い
・
結
婚

総
括

こども未来課
子ども・子育て支援事業計画策
定事業

子ども・子育て支援法に基づき、子ども・子育
て支援事業計画の、第２次計画策定を行う。
＜債務負担設定予定＞
平成３０年度、アンケート調査、基礎調査
（3,456千円）
平成３１年度、計画策定（2,916千円）

事　業　名

こども未来課 結婚サポート事業

・結婚を希望する人やその親を対象としたセミ
ナーを開催します。　（平成28年度）
・事業実施団体に対して事業費を助成します。
（平成28年度から継続）

資料２

　伊賀市では「来たい・住みたい・住み続けたい“伊賀”」をモットーに、若い人たちが安心して住め、安心して子どもを生み育てる環境を充実させるための取り組みを行っています。
　出会いから結婚、妊娠、出産、子育てまでを切れ目なく支援する取り組みを市の重点事業として位置づけて取り組んでいます。

　子育て支援を進めるには、その時の課題に応じてさまざまな事業に取り組まなければなりません。
　伊賀市では、平成27年9月に設置した「子育て支援基金」を活用して、今必要と考えられる事業に即座に取り組みます。

伊賀市版「出会いから結婚、妊娠、出産、子育てまで」安心支援パッケージ事業
　～安心して子どもを産み、育てることができる“伊賀市”～
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担当課 事　業　内　容 年度 予算(決算)額 基金充当額 その他特定財源事　業　名

Ｈ28 4,010 2,015 1,995

Ｈ29 3,458 633 2,825

H30 3,925 2,013 1,912

H31 3,500 1,850 1,750

14,893 6,511 8,482

Ｈ28 351 218

Ｈ29 481 377

H30 435 0

H31 435 435

1,702 1,030 0

Ｈ28 259 81 172

Ｈ29 2,788 882 1,884

H30 2,976 992 1,984

H31 6,719 2,241 4,478

12,742 4,196 8,518

Ｈ28

Ｈ29 12 5 8

H30 118 40 78

H31 401 135 266

531 180 352

出
会
い
・
結
婚

妊
娠

子育て支援ヘルパー派遣事業

■家事支援
　　産前や産後で心身の負担が大きい時期に、母親
の体調不良等により家事や育児が困難な家庭
■育児支援
　　母子手帳交付時や乳児家庭全戸訪問事業（保
健師）等により養育に関して支援が必要であると認
められる保護者等、子育てに支援が必要な家庭に
対してヘルパーを派遣し、家事や育児の支援を行い
ます。
その他特財：国庫補助金、県補助金

健康推進課 不妊治療費等助成事業

特定不妊治療、不育症治療、男性不妊治療、
第2子以降の特定不妊治療(助成回数の追加）
一般不妊治療を受けた夫婦の経済的負担の
軽減を目的に、その不妊治療に要した費用の
一部を助成します。
その他特財：県補助金

健康推進課
歯科保健事業
　妊婦歯科健診事業

妊娠届出のあった妊婦に対し、歯科健診費用
を助成します。

健康推進課 利用者支援事業（母子保健型）

妊産婦から子育て家庭の個別ニーズを把握し
た上で、保健師などの専門職員が、情報提供
や相談支援を行い必要なサービスを円滑に利
用できるよう、妊娠・出産・子育てまでの支援
計画を立て切れ目なく支援を行います。
その他特財：国庫補助金、県補助金

こども未来課
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担当課 事　業　内　容 年度 予算(決算)額 基金充当額 その他特定財源事　業　名

健康推進課 利用者支援事業（母子保健型） ― ― ― ―

こども未来課 子育てヘルパー派遣事業 ― ― ― ―

Ｈ28 45 13 32

Ｈ29 252 132 139

H30 270 135 135

H31 270 135 135

837 415 441

Ｈ28

Ｈ29

H30 5,900 2,655 2,950

H31 5,500 2,750 2,750

11,400 5,405 5,700

Ｈ28 45,000 800 44,200

45,000 800 44,200

Ｈ28 72,204 3,530 68,674

Ｈ29 381,946 6,215 355,074

454,150 9,745 423,748
Ｈ28 11,821 721 11,100

Ｈ29

11,821 721 11,100

Ｈ28 60,383 2,809 57,574

Ｈ29 381,946 6,215 355,074

442,329 9,024 412,648

出
産

就
学
前

（
０
～

５
歳

）

健康推進課
母子保健事業
　産婦健康診査事業

【30年度新規】
産後間もない産婦の体調や授乳・育児の状況
を確認するための産婦健診費用を助成しま
す。

その他特財：国庫補助金

健康推進課

＜私立保育所施設整備事業＞
　　【府中保育園：H29事業完了】

　・用地取得費
保育幼稚園課

　・保育所整備費補助金

府中保育園施設整備にかかる用地を取得しま
す。また、整備にあたり補助金を支出します。

その他特財：国庫補助金、市債

保育幼稚園課
認定こども園施設整備補助金
　【青山よさみ幼稚園：
　　　　　　　　　H29事業完了】

幼稚園から幼保連携型の認定こども園に施設
整備を行うため必要となる経費の一部を補助
します。

その他特財：国庫補助金、市債

母子保健事業
　産後ケア事業

出産直後の産婦に心身の不調、育児不安が
ある場合などに、宿泊または日帰りや訪問に
より心身のケアや育児サポートなどのサービ
スを提供します。

その他特財：国庫補助金
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担当課 事　業　内　容 年度 予算(決算)額 基金充当額 その他特定財源事　業　名

H31 21,194 4,088 1,206

H32

21,194 4,088 1,206

Ｈ28 571 571

Ｈ29 1,200 1,210

H30 1,006 840

H31 1,050 1,050

3,827 3,671 0

Ｈ28 0 0 0

Ｈ29 0 0 0

H30 0 0 0

H31 250 63 187

250 63 187

Ｈ28 694 192 466

Ｈ29 569 189 378

H30 342 125 217

H31 304 102 202

1,909 608 1,263

就
学
前

（
０
～

５
歳

）

＜私立保育所施設整備事業＞
　　【みどり第２保育園】

みどり第二保育園の施設整備にあたり補助金
を支出します。
その他財源：国庫支出金、市債

母子・父子自立支援事業
　ひとり親家庭高等学校卒業程
度
　認定試験合格支援事業

ひとり親家庭の保護者に対する高校卒業程度
認定試験合格のための講座受講等費用を助
成し、就労を支援します。

その他特財：国庫補助金

こども未来課
子育て包括支援センター事業
（子育て相談広場事業

平日就労している保護者等を対象に、自然の
中で親子のふれあいを楽しめる広場（上野南
公園内）を活用し、休日に子育て相談を実施し
ます。また、育児中の父親やこれから結婚し、
家庭を持つ可能性のある若者へのアプローチ
を行います。
その他特財：国庫補助金、県補助金、諸雑(衣
装貸付)

こども未来課

こども未来課 5歳児発達相談事業

現行の乳幼児健診では明らかにされなかった
社会性の発達や軽度の発達上の課題を明ら
かにする。また子どもの発達特性を正しく理解
し就学支援につなげるとともに、保護者に対し
育児支援を行います。
　対象児：その年度に5歳になる園児（年中児）

保育幼稚園課
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担当課 事　業　内　容 年度 予算(決算)額 基金充当額 その他特定財源事　業　名

Ｈ28 3,688 4,679

Ｈ29 2,479 2,482

H30 1,850 1,850

H31 0 0

8,017 9,011 0

Ｈ28 2,000 2,000

Ｈ29 2,988 2,988

H30 4,972 2,647 2,025

H31 3,988 1,963 2,025

13,948 9,598 4,050

Ｈ28 55 18 36

Ｈ29 28 2 18

H30 55 19 36

H31 48 16 32

186 55 122

Ｈ28 19,215 18,316

Ｈ29 15,141 14,397

H30 16,933 16,933

H31 15,800 15,800

67,089 65,446 0

健康推進課 利用者支援事業（母子保健型） ― ― ― ―

就
学
前

（
０
～

５
歳

）

ファミリー･サポート･センター事
業（利用料助成）

ファミリー・サポート・センター事業を利用する
ひとり親家庭の負担を軽減します。

その他特財：国庫補助金、県補助金

からだそだて事業

子どもの成長、発達に重要な幼児期の「からだ
そだて事業」を実施します。

　保護者向け講演会、職員研修会、運動能力
測定・保護者アンケート（事業効果測定用）、プ
ログラム実践用物品、事業推進保育士賃金
等。

健康推進課 任意予防接種費用助成事業
乳幼児のおたふくかぜ、ロタウイルス等接種費
用の一部助成を行います。平成28年度はＢ型
肝炎予防接種も実施しました。

こども未来課

こども発達支援センター運営事
業
 発達相談・巡回訪問等業務委託
料、事業推進報償費

臨床心理士、言語聴覚士等専門職員の週１回
程度のこども発達支援センターへの派遣を受
け、保育所（園）・学校等への巡回訪問を行
い、保育士、教諭等へその子どもの発達に応
じた適切な対応方法についてより専門的かつ
具体的な相談・指導を行います。

こども未来課

保育幼稚園課
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担当課 事　業　内　容 年度 予算(決算)額 基金充当額 その他特定財源事　業　名

Ｈ28 119,443 101,738

Ｈ29 116,451 113,198

H30 70,853 70,853

H31 76,851 0

383,598 285,789 0

Ｈ28 117,705 100,000

Ｈ29 115,355 112,716

H30 70,453 70,453

H31 76,640 0

380,153 283,169 0

Ｈ28 614 614

Ｈ29 614 0

H30 0 0

H31 211 0

1,439 614 0

Ｈ28 1,124 1,124

Ｈ29 482 482

H30 400 400

H31 0 0

2,006 2,006 0

Ｈ28 3,000 111

Ｈ29 10,640 784

H30 5,400 540

H31 7,000 0

26,040 1,435 0

就
学
前

（
０
～
５
歳

）

　・幼稚園保育料（公立分）
保育所（園）同様、生計を一にする兄姉が２人
以上いる第３子以降の幼稚園保育料を無料化
します。

　・私立幼稚園就園奨励費
　　　　　　　　　　（保育園私立分）

私立幼稚園就園奨励費の第３子以降の補助
限度額について、市立幼稚園と同様の考え方
により市単独で要件拡大し交付します。

保育幼稚園課

＜第３子以降保育料無料化＞

　・保育所負担金
子育て環境の更なる充実を図るため生計を一
にする兄姉が２人以上いる第３子以降の保育
料を市単独で無料化します。

地域づくり推進課 移住促進空き家取得費補助金

移住者が市内の空き家を取得する際に補助
金を交付し、移住の推進と空き家の積極活用
を促します。また、子育て世代の住宅取得、空
き家バンクの利用加算を設けます。
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担当課 事　業　内　容 年度 予算(決算)額 基金充当額 その他特定財源事　業　名

Ｈ28

Ｈ29 10,306 10,229

H30 69,942 1,458 26,294

H31 59,122 0 26,600

139,370 11,687 52,894

Ｈ28 19,526 255 16,271

Ｈ29

H30 5,770 1,160 3,846

H31 6,721 141 4,769

32,017 1,556 24,886

こども未来課
子育て包括支援センター事業（子育
て相談広場整備）

― ― ― ―

健康推進課 利用者支援事業（母子保健型） ― ― ― ―

こども未来課 こども発達支援センター運営事業 ― ― ― ―

Ｈ28 29,389 29,389

Ｈ29 30,005 30,005

H30 30,000 30,000

H31 28,168 0

117,562 89,394 0

地域づくり推進課 移住促進空き家取得費補助金 ― ― ― ―

（単位：千円） 予算額 充当額 その他特定財源

平成30年度　計 223,047 134,560 39,477

平成31年度　計 239,572 31,119 44,400

就
学
前

（
０
～
５
歳

）

就
学
時

（
6
～
1
5
歳

）

こども未来課 放課後児童対策事業

（平成２８年度）
成和東小校区に新設する放課後児童クラブを
整備します。
その他特財：国庫補助金、県補助金、市債
(平成３０年度）
柘植放課後児童クラブについて、小学校空き
教室に移転するための整備をします。
その他特財：国庫補助金、県補助金

（平成31年度）新居放課後児童クラブ
その他特財：国庫補助金、県補助金

保険年金課
医療費助成経費（現物給付化経
費）

緊急的に医療機関を受診することが多い０歳
から就学前までの子どもを対象に、子ども医療
費の現物給付化（窓口無料）を実施し、重点的
に子育て世代を支援することで、安心して子ど
もを産み育てることができる環境の整備を図り
ます。

保険年金課 医療費助成（中学生）

子どもの健康と子育ての経済的な負担軽減を
図るため、通院分の医療費助成を平成２７年９
月から市単独で、中学校卒業までに拡大しま
す。
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